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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第66期
第２四半期
連結累計期間

第66期
第２四半期
連結会計期間

第65期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 360,119 186,060 748,967

経常利益 (百万円) 7,275 4,521 17,152

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,665 1,740 5,244

純資産額 (百万円) ─ 67,225 65,096

総資産額 (百万円) ─ 404,134 404,817

１株当たり純資産額 (円) ─ 239.52 240.32

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 10.63 6.94 20.92

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 9.51 6.21 19.00

自己資本比率 (％) ─ 14.9 14.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,088 ─ 20,781

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 8,091 ─ △ 17,559

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,779 ─ △ 1,461

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ 18,827 18,422

従業員数 (人) ─ 7,897 7,418

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

第１四半期連結会計期間末に持分法適用関連会社であったキンセイマテック株式会社の株式を追加取得

したため、当第２四半期連結会計期間から同社を連結子会社といたしました。当該関係会社の状況は次のと

おりです。

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の
兼任等

融資等 営業上の取引
設備の
賃貸借等

キンセイマテック㈱ 大阪市中央区 379
マテリアル・
エレクトロ
ニクス関連

50.63有 ― 商品の販売・仕入 ―

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 7,897

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、その当第２四半期連

結会計期間の平均臨時雇用人員数は記載しておりません。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 1,159

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、その当第２四半期会

計期間の平均臨時雇用人員数は記載しておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの事業形態は主に商品の仕入による販売を主要業務としているため、生産実績及び受注状

況に代えて仕入実績を記載しております。

　

(1) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における外部からの事業の種類別セグメントごとの仕入実績(役務原価等

を含む)は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

エネルギー等生活関連事業 82,788

産業ガス関連事業 26,711

マテリアル・エレクトロニクス関連事業 38,389

その他の事業 6,548

合計 154,438

(注)　記載金額には、消費税等は含めておりません。

　

(2) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における外部顧客への事業の種類別セグメントごとの販売実績(役務収益

等を含む)は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

エネルギー等生活関連事業 99,567

産業ガス関連事業 38,469

マテリアル・エレクトロニクス関連事業 44,611

その他の事業 3,411

合計 186,060

(注) １　記載金額には、消費税等は含めておりません。

２　販売実績が総販売実績の100分の10以上を占める相手先はありません。

３　エネルギー等生活関連事業の主力商品でありますＬＰガスの消費量は、気温や水温の影響を受けるため、

販売量は夏季に減少し、冬季に増加します。このため、売上高は、季節的変動により連結会計年度の上半期

に比べ下半期が多い傾向にあります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間における日本経済は、アジア向けを含めて輸出の伸びが減速する中、企業収

益が減少し、更にはエネルギー・食品価格の上昇等による個人消費の減速がみられるなど、景気後退の懸

念が強まりました。

このような状況のもと、当社は、「新たな成長ステージへの挑戦」を掲げた中期経営計画（ＰＬＡＮ０

８）に基づき、「エネルギーのイワタニ」、「ガスのイワタニ」、「価値創造のイワタニ」、「ＣＳＲのイ

ワタニ」の中期経営ビジョンを掲げ、成長路線への転換と財務体質の強化に取り組みました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高1,860億60百万円、営業利益52億55百万円、経常

利益45億21百万円、四半期純利益17億40百万円となりました。

なお、当社グループの事業構造はエネルギー関連商品を主力としており、季節変動による影響を大きく

受ける傾向にあります。ＬＰガスの消費量は、気温や水温の影響を受けるため、販売量は夏季に減少し、冬

季に増加します。このため当社グループは利益が下期に偏る収益体質を有しています。
　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。
　
①　エネルギー等生活関連事業

エネルギー等生活関連事業では、ＬＰガス輸入価格が７月にプロパンで過去最高の905ドル／㌧を記

録するなど高値で推移するとともに、物価上昇により消費者の節約志向が強まった影響などから、全国

的に家庭業務用のＬＰガス需要が減少しており、厳しい経営環境が継続しました。

このような事業環境のもと、消費者戸数の拡大を図るとともに、卸売および小売価格の改定と事業コ

ストの削減に取り組み、収益力の向上に努めました。主力の民生用ＬＰガスは、１家庭あたりの販売数

量は減少しましたが、ＬＰガス輸入価格が高値で推移したことなどにより、増収となりました。

この結果、当事業分野の売上高は、995億67百万円、営業利益は26億80百万円となりました。
　
②　産業ガス関連事業

産業ガス関連事業では、光ファイバー、半導体業界などの減産等の影響により、ヘリウムの販売数量

が減少したものの、太陽電池、化学、鉄鋼、食品業界向けに窒素、炭酸ガス、酸素の販売数量が増加しまし

た。また製造・輸送コストの上昇を受けて各種産業ガスの価格改定を実施しました。一方、景気停滞に

伴う設備投資の抑制の影響により、ガス関連設備が減収となりました。

この結果、当事業分野の売上高は、384億69百万円、営業利益は25億64百万円となりました。
　
③　マテリアル・エレクトロニクス関連事業

マテリアル分野では、合成樹脂部門は国内の大口ユーザー向けにＰＥＴ樹脂の販売数量が伸長しま

した。セラミックス部門は、レアアースの販売が堅調に推移したものの、電子部品向け材料の出荷が減

少しました。金属部門は市況の下落傾向による先安感からステンレス鋼の出荷が大幅に減少するとと

もに、中国での電子関連向け精密部品加工事業も低調に推移しました。また新規連結子会社がマテリア

ル分野の業績に大きく寄与しました。

電子・機械分野では、半導体業界の設備投資抑制の影響を受け、中国・台湾向けを中心に半導体関連

装置が大幅な減収となったことに加え、自動車関連業界向け汎用機械の販売が減少しました。

この結果、当事業分野の売上高は、446億11百万円、営業利益は16億15百万円となりました。
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④　その他の事業

売上高は34億11百万円、営業利益は２億57百万円となりました。
　
所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

　
①　日本

エネルギー等生活関連事業では、消費者戸数の拡大を図るとともに、卸売および小売価格の改定と事

業コストの削減に取り組み、収益力の向上に努めました。主力の民生用ＬＰガスは、消費者あたりの販

売数量は減少しましたが、ＬＰガス輸入価格が高値で推移したことなどにより、増収となりました。

産業ガス関連事業では、光ファイバー、半導体業界などの減産等の影響によりヘリウムの販売数量が

減少したものの、太陽電池、化学、鉄鋼、食品業界向けに窒素、炭酸ガス、酸素の販売数量が増加しまし

た。また製造・輸送コストの上昇を受けて各種産業ガスの価格改定を実施しました。一方、景気停滞に

伴う設備投資の抑制の影響により、ガス関連設備が減収となりました。

マテリアル・エレクトロニクス関連事業において、マテリアル分野では、合成樹脂部門は国内の大口

ユーザー向けにＰＥＴ樹脂の販売数量が伸長しました。セラミックス部門は、電子業界向けにレアアー

スの販売が堅調に推移し、金属部門は市況の下落傾向による先安感からステンレス鋼の出荷が大幅に

減少しました。電子・機械分野では、半導体業界の設備投資抑制の影響を受け、中国・台湾向けを中心

に半導体関連装置が大幅な減収となったことに加え、自動車関連業界向け汎用機械の販売が減少しま

した。

この結果、売上高は1,556億14百万円、営業利益は70億15百万円となりました。

　
②　東アジア

中国での電子関連向け精密部品加工事業が低調に推移した結果、売上高は57億58百万円、営業利益１

億21百万円となりました。
　
③　東南アジア

日本向けＬＰガスの輸入の効率化を目的としたスワップ取引において、ＬＰガス数量は減少したも

のの、ＬＰガス輸入価格の上昇により増収となり、売上高は225億56百万円、営業利益は96百万円となり

ました。
　
④　その他の地域

西豪州の鉱物原料事業において、鉱床品位の改善による採鉱コストの削減を図りましたが、売上高は

21億31百万円、営業損失は１億７百万円となりました。
　

(注)　記載金額には、消費税等は含めておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第１四

半期連結会計期間末比９億69百万円減少の188億27百万円となりました。
　
①　営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間における営業活動により得られた資金は、２億12百万円となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益41億34百万円、減価償却費38億54百万円、のれん償却額４億

56百万円、売上債権の減少額43億29百万円などによる資金の増加と、たな卸資産の増加額36億56百万

円、仕入債務の減少額91億１百万円などによる資金の減少によるものです。
　
②　投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間における投資活動により支出した資金は、34億98百万円となりました。

これは主に、有形固定資産及び無形固定資産の取得38億89百万円などによる資金の支出によるもの

です。
　
③　財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間における財務活動により得られた資金は、20億11百万円となりました。

これは主に、借入れによる資金の調達54億52百万円、社債の発行による収入30億円などによる資金の

増加と、社債の償還による支出61億55百万円などによる資金の減少によるものです。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。
　
なお、当社は財務及び事業の方針を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）の概要は次のとおりです。

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（概要）

当社取締役会は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの企業価値の向上

・株主共同の利益の実現に資する者が望ましいと考えますが、最終的には株主の皆様の判断に委ねら

れるべきと考えます。

また、当社は金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を

尊重し、特定の者による当社株式等の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値の向上ひい

ては株主共同の利益の実現に資するものである限り、否定的な見解を有するものではありません。

ただし、当社グループの企業価値・株主共同の利益を損なう又は損なう恐れの強い株式等の大規模

買付行為を行なう者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切でないと考えてお

ります。このため、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、不適切な株式等の大規

模買付提案に対する一定の備えを設けるとともに、株式等の大規模買付提案について株主の皆様が判

断をされるために必要な時間や情報の確保、株式等の大規模買付提案者との交渉などを行なう必要が

あると考えます。
　

②　基本方針の実現に資する取り組みについて（概要）

当社は、上記基本方針の実現に資する取り組みとして、グループを挙げて中期経営計画「ＰＬＡＮ０

８」に取り組み、経営目標である「成長路線への転換」及び「強靭な財務体質の構築」の推進を通じ

て、企業価値の向上に努めております。「ＰＬＡＮ０８」の具体的な取り組み内容は、当社ホームペー

ジ（http://www.iwatani.co.jp）をご覧ください。
　
③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取り組み（概要）

当社は、平成20年６月27日開催の第65回定時株主総会において株主の皆様の承認をいただき、「当社

株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入いたしました。概要は以下の通りで

す。

（a）独立委員会の設置

取締役会の恣意的な判断を排し、判断の客観性、合理性を担保することを目的として、取締役会か

ら独立した諮問機関である独立委員会を設置しております。

（b）対象となる大規模買付行為

当社が発行する株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付行為を対象とし

ます。

（c）必要情報の提供

当社取締役会は、大規模買付者より、大規模買付行為に対する株主の皆様のご判断のために必要

かつ十分な情報の提供を受けます。また、提出を受けた全ての情報を独立委員会に提供します。

（d）取締役会評価期間

当社取締役会は、必要情報の提供が十分になされたと認めた場合、すみやかに開示します。また、

60日間または90日間の評価期間（最大30日の延長が可能）を設定し、当社の企業価値・株主共同の

利益の確保・向上の観点から、買付者等による大規模買付等の内容の検討を行ないます。
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（e）対抗措置の発動を勧告する場合

独立委員会は、取締役会評価期間内に当社取締役会に対して、対抗措置の発動の是非に関する勧

告を行ないます。

ⅰ）対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

独立委員会は、大規模買付者が手続きを遵守しなかった場合、または、大規模買付行為が当社の

企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる類型に該当する場合には、当社取締役会

に対して、対抗措置の発動を勧告します。

ⅱ）対抗措置の不発動を勧告する場合

ⅰ）に定める場合を除き、独立委員会は、対抗措置の不発動を勧告します。

（f）取締役会の決議

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・

向上の観点から、速やかに対抗措置の発動又は不発動の決議を行ないます。

（g）対抗措置の具体的内容

原則として、大規模買付者のみが行使できない新株予約権を、株主へ無償で割当てることを対抗

措置とします。

（h）有効期間、変更及び廃止

本買収防衛策の有効期間は、平成23年６月開催予定の定時株主総会終結の時までです。ただし、有

効期間の満了前であっても、当社の株主総会において変更又は廃止の決議がなされた場合には、そ

の時点で変更又は廃止されます。また、当社取締役会により廃止の決議がなされた場合には、その時

点で廃止されるものとします。

（i）買収防衛策の手続き

買収防衛策の手続きに関するフローの概要は下図のとおりです。
　

　
本買収防衛策の詳細については、当社ホームページ（http://www.iwatani.co.jp）をご覧ください。

　

EDINET提出書類

岩谷産業株式会社(E02567)

四半期報告書

 9/39



④　上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社の中期経営計画「ＰＬＡＮ０８」等の各施策、及び本買収防衛策の導入は、当社の企業価値・株

主共同の利益の確保・向上の目的を持って実施されているものであり、基本方針に沿うものです。

また、本買収防衛策は、導入において株主総会の承認を受けていること、取締役会から独立した独立

委員会が対抗措置の発動の是非を勧告すること、対抗措置の発動要件が合理的・客観的であり取締役

会による恣意的な発動を防ぐ仕組みとなっていること、並びに、株主総会または取締役会により廃止で

きることなどにより、合理性が担保されており、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではあ

りません。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は１億48百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結会計期間及び本四半期報告書提出日現在において、当社グループの経営成績に重要

な影響を与える要因について新たな発生または消滅はありません。また、経営戦略の現状と見通しについ

ても重要な変更または著しい変化はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間における、主要な設備の異動は以下のとおりです。

第１四半期連結会計期間末に持分法適用関連会社であったキンセイマテック株式会社の株式を追加取

得したため、当第２四半期連結会計期間から同社を連結子会社といたしました。これに伴い、同社四日市

工場が新たに主要な設備となりました。当該設備の状況は次のとおりです。

　

国内子会社
平成20年４月１日現在

事業の種類別
セグメントの
名称

会社名
事業所名又は設備内容

(所在地)

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(人)

土地 建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

その他 合計
面積(㎡) 金額

マテリアル・
エレクトロニ
クス関連事業

キンセイマテック㈱
四日市工場
(三重県四日市市)

23,078 554 245 432 41 1,273 42

　　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、経常的な設備更新のための売却、除却を除き、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定し

た重要な設備の新設、売却、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 251,365,028 251,365,028

大阪証券取引所
東京証券取引所
名古屋証券取引所
各市場第一部

―

計 251,365,028 251,365,028 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権付社債

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

2011年12月２日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債(平成18年12月４日発行)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 2,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 29,215,116　(注) １

新株予約権の行使時の払込金額(円) 5,000,000　(注) ２

新株予約権の行使期間
平成18年12月18日～
平成23年11月18日 (注) ３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

(注) ４

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項なし

代用払込みに関する事項 該当事項なし (注) ２

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注) ５

新株予約権付社債の残高(百万円) 10,031
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(注) １　新株予約権が行使された場合に交付すべき当社普通株式の総数は、社債の払込金額合計額(100億50百万円)を

転換価額(当初430円)で除した数(１株未満の端数は切り捨て)を上限としております。また、新株予約権付社

債の所持人が新株予約権を行使した場合に交付すべき当社普通株式の数は、新株予約権付社債の所持人によ

る新株予約権の行使に係る社債の払込金額合計額を転換価額で除した数(１株未満の端数は切り捨て)として

おります。

なお、転換価額は下方修正条項により、平成19年11月30日に下方修正下限価額の344円へ修正することが決定

され、平成19年12月17日の効力発生日以降、当該転換価額が適用されております。

２　新株予約権の行使に際しては、社債を出資するものとし、社債の価額は社債の額面金額（５百万円）と同額と

しております。

３　このほか、社債が当社の権限により繰上償還される場合は、当該償還日の５銀行営業日前の日、また、当社が期

限の利益を喪失した場合には、期限の利益喪失時までとしております。

４　株式の発行価格の総額は100億円、資本組入額は会社計算規則第40条第１項に従い算出される資本金等増加限

度額の２分の１の金額(１円未満の端数は切り捨て)としております。

５　組織再編成行為の効力発生日直前において残存する新株予約権付社債の所持人に対し、当該新株予約権付社債

に係る新株予約権の代わりに、承継会社等の株式を目的とする新株予約権を交付いたします。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

― 251,365 ― 20,096 ― 5,100

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

財団法人岩谷直治記念財団 東京都中央区八丁堀２－13－４ 20,463 8.14

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 11,132 4.43

クレジットスイスファーストボストン
ヨーロッパピービーセクアイエヌティ
ノントリーティクライエント

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ,UK
8,640 3.44

(常任代理人　シティバンク銀行
 株式会社)

(東京都品川区東品川２－３－14)

有限会社テツ・イワタニ 東京都港区西新橋３－21－８ 6,870 2.73

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 6,260 2.49

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海１－８－11 6,161 2.45

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 5,792 2.30

イワタニ炎友会 大阪市中央区本町３－４－８ 5,776 2.30

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 5,613 2.23

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３

4,701 1.87(常任代理人 資産管理サービス
 信託銀行株式会社)

(東京都中央区晴海１－８－12
 晴海アイランドトリトンスクエア
 オフィスタワーＺ棟)

計 ― 81,411 32.39

(注) イワタニ炎友会は、当社と取引関係にある企業の持株会であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 515,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 1,083,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

248,029,000
248,029 ―

単元未満株式
普通株式

1,738,028
― ―

発行済株式総数 251,365,028― ―

総株主の議決権 ― 248,029 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式151,000株(議決権の数151個)及び持株会名

義の相互保有株式単元未満持分11,000株(議決権の数11個)が含まれております。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が224株、証券保管振替機構名義の株式が80株、相互保有株式が

2,169株(㈱大岡酸素商会753株、木野内マルヰ㈱400株、丹波マルヰ㈱200株、得平酸素㈱816株)含まれておりま

す。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所
有株式数
(株)

他人名義所
有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

(自己保有株式)

岩谷産業株式会社 大阪市中央区本町３－４－８ 515,000 ─ 515,0000.20

(相互保有株式)

朝日ガスエナジー株式会社 三重県四日市市西坂部町4789－２ 71,000143,000214,0000.09

旭マルヰガス株式会社 宮崎県延岡市大瀬町１－４－６ 60,000 ─ 60,0000.02

浦佐マルヰ株式会社 新潟県南魚沼市浦佐40－３ 6,000 ─ 6,0000.00

株式会社大岡酸素商会 兵庫県姫路市東今宿４－１－６ 49,000211,000260,0000.10

木野内マルヰ株式会社 愛媛県松山市谷町甲80 10,00070,00080,0000.03

株式会社くさか 京都府福知山市夜久野町額田1377 ─ 14,00014,0000.01

島根中央マルヰ株式会社 島根県大田市大田町大田ロ1181－11 2,00037,00039,0000.02

常陽マルヰガス株式会社 茨城県龍ヶ崎市大徳町1518 ─ 79,00079,0000.03

丹波マルヰ株式会社 兵庫県丹波市柏原町下小倉284 5,000 ─ 5,0000.00

中田マルヰ株式会社 和歌山県田辺市上屋敷３－11－10 40,0001,00041,0000.02

西谷マルヰ株式会社 奈良県生駒郡斑鳩町興留２－３－15 ─ 7,0007,0000.00

浜田マルヰ株式会社 島根県浜田市熱田町1456－１ 21,000141,000162,0000.06

北陸イワタニガス株式会社 富山県高岡市千石町２－33 ─ 10,00010,0000.00

マルヰチ株式会社 広島県世羅郡世羅町甲山大字西上原597 ─ 36,00036,0000.01

八木マルヰ商事株式会社 京都府宇治市五ヶ庄西浦20－23 ─ 29,00029,0000.01

横田マルヰガス株式会社 島根県仁多郡奥出雲町下横田242－９ ─ 37,00037,0000.01

株式会社リプロふじ 石川県金沢市藤江北２－387 ─ 4,0004,0000.00

計 ― 779,000819,0001,598,0000.64
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(注) 他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

加入持株会における共有持分数
イワタニ炎友会 大阪市中央区本町３－４－８

イワタニ会持株会 大阪市中央区本町３－４－８

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 317 350 357 333 314 297

最低(円) 264 303 305 294 284 237

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

事業統括室担当 総合エネルギー事業統括室担当 福 澤  芳 秋 平成20年７月１日

業務統括部担当
マテリアル事業統括室長兼
電子・機械事業統括室長兼
自然産業事業統括室長

種 池  寛 平成20年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９年30日まで）及び当第２四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９年30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20月８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第５

号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、協立監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,045 18,678

受取手形及び売掛金 119,306 130,859

有価証券 9 9

商品及び製品 47,719 36,214

仕掛品 2,643 2,749

原材料及び貯蔵品 3,953 3,041

その他 12,160 12,484

貸倒引当金 △1,576 △1,285

流動資産合計 203,263 202,751

固定資産

有形固定資産

土地 53,721 52,711

その他（純額） 69,133 67,565

有形固定資産合計 ※１
 122,855

※１
 120,276

無形固定資産

のれん 11,489 10,197

その他 4,744 5,009

無形固定資産合計 16,234 15,207

投資その他の資産

投資有価証券 34,965 39,762

その他 28,729 28,714

貸倒引当金 △1,913 △1,895

投資その他の資産合計 61,781 66,581

固定資産合計 200,870 202,065

資産合計 404,134 404,817

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 113,287 123,811

短期借入金 58,471 48,292

未払法人税等 4,016 4,706

賞与引当金 4,467 4,123

その他 47,680 44,833

流動負債合計 227,923 225,768

固定負債

社債 23,656 20,786

長期借入金 74,498 83,144

退職給付引当金 3,669 3,573

役員退職慰労引当金 886 559
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負ののれん 91 89

その他 6,182 5,799

固定負債合計 108,985 113,952

負債合計 336,909 339,720

純資産の部

株主資本

資本金 20,096 20,096

資本剰余金 17,910 17,909

利益剰余金 19,953 18,684

自己株式 △221 △211

株主資本合計 57,738 56,479

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,009 3,714

繰延ヘッジ損益 83 15

為替換算調整勘定 183 13

評価・換算差額等合計 2,275 3,743

少数株主持分 7,211 4,873

純資産合計 67,225 65,096

負債純資産合計 404,134 404,817

EDINET提出書類

岩谷産業株式会社(E02567)

四半期報告書

18/39



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 ※１
 360,119

売上原価 292,418

売上総利益 67,700

販売費及び一般管理費

運搬費 11,126

貸倒引当金繰入額 334

給料手当及び賞与 14,204

賞与引当金繰入額 3,389

退職給付費用 1,409

役員退職慰労引当金繰入額 92

その他 29,264

販売費及び一般管理費合計 59,822

営業利益 7,878

営業外収益

受取利息 236

受取配当金 309

為替差益 533

負ののれん償却額 6

持分法による投資利益 13

その他 891

営業外収益合計 1,991

営業外費用

支払利息 1,735

その他 858

営業外費用合計 2,593

経常利益 7,275

特別利益

固定資産売却益 25

投資有価証券売却益 22

特別利益合計 48
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

特別損失

固定資産売却損 18

固定資産除却損 277

投資有価証券売却損 99

投資有価証券評価損 41

たな卸資産評価損 503

役員退職慰労金 63

特別損失合計 1,004

税金等調整前四半期純利益 6,319

法人税等 3,286

少数株主利益 367

四半期純利益 2,665
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 ※１
 186,060

売上原価 150,445

売上総利益 35,615

販売費及び一般管理費

運搬費 5,515

貸倒引当金繰入額 217

給料手当及び賞与 7,344

賞与引当金繰入額 1,277

退職給付費用 603

役員退職慰労引当金繰入額 60

その他 15,340

販売費及び一般管理費合計 30,360

営業利益 5,255

営業外収益

受取利息 50

受取配当金 23

為替差益 272

負ののれん償却額 2

その他 500

営業外収益合計 848

営業外費用

支払利息 862

持分法による投資損失 168

その他 551

営業外費用合計 1,582

経常利益 4,521

特別利益

固定資産売却益 18

投資有価証券売却益 22

特別利益合計 41
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

特別損失

固定資産売却損 18

固定資産除却損 264

投資有価証券売却損 92

投資有価証券評価損 41

役員退職慰労金 11

特別損失合計 427

税金等調整前四半期純利益 4,134

法人税等 2,107

少数株主利益 286

四半期純利益 1,740
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,319

減価償却費 7,666

のれん償却額 869

貸倒引当金の増減額（△は減少） 293

賞与引当金の増減額（△は減少） 204

退職給付引当金の増減額（△は減少） 54

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14

受取利息及び受取配当金 △545

支払利息 1,735

為替差損益（△は益） △39

持分法による投資損益（△は益） △13

有形固定資産除売却損益（△は益） 270

投資有価証券売却損益（△は益） 77

投資有価証券評価損益（△は益） 41

たな卸資産評価損 503

売上債権の増減額（△は増加） 17,341

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,075

仕入債務の増減額（△は減少） △14,850

その他 1,321

小計 11,186

利息及び配当金の受取額 628

持分法適用会社からの配当金の受取額 116

利息の支払額 △1,755

法人税等の支払額 △4,088

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,088

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,168

有形固定資産の売却による収入 441

無形固定資産の取得による支出 △2,299

無形固定資産の売却による収入 139

投資有価証券の取得による支出 △659

投資有価証券の売却による収入 126

貸付けによる支出 △4,030

貸付金の回収による収入 4,441

その他 △83

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,091
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,380

長期借入れによる収入 3,305

長期借入金の返済による支出 △5,328

社債の発行による収入 3,000

社債の償還による支出 △6,155

少数株主からの払込みによる収入 18

自己株式の純増減額（△は増加） △10

配当金の支払額 △1,248

少数株主への配当金の支払額 △183

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,779

現金及び現金同等物に係る換算差額 △32

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △256

現金及び現金同等物の期首残高 18,422

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

661

現金及び現金同等物の四半期末残高 18,827
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲の変更

　連結子会社の数 91社

第１四半期連結会計期間に５社増加しました。

これは、前連結会計年度末に持分法適用子会社で

あった４社及びその他の子会社１社の重要性が増し

たため、新たに連結の範囲に含めたものです。

また、当第２四半期連結会計期間に１社増加しまし

た。

これは、前連結会計年度末に持分法適用関連会社で

あった１社が株式追加取得により子会社となったた

め、新たに連結の範囲に含めたものです。

 

２　持分法適用の範囲の変更

　(1) 持分法を適用した非連結子会社の数 66社

第１四半期連結会計期間に３社増加し、６社減少

しました。

増加の３社は、重要性が増したため、新たに持分法

適用の範囲に含めたものであります。

減少のうち、４社は連結の範囲に含めたこと、２社

は持分法適用子会社との合併によるものです。

また、当第２四半期連結会計期間に１社減少しま

した。

これは、連結子会社との合併によるものです。

 

　(2) 持分法を適用した関連会社の数 60社

第１四半期連結会計期間に１社減少しました。

これは、出資持分の譲渡によるものです。

また、当第２四半期連結会計期間に２社減少しま

した。

これは、１社は株式追加取得により子会社となり

連結の範囲に含めたこと、１社は株式譲渡による

ものです。

 

３　会計処理基準に関する事項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号)を適用し、評価基準について、主として先入先

出法による原価法から、主として先入先出法によ

る原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）に変更しております。

この変更により、従来の方法による場合と比べて、

当第２四半期連結累計期間の売上総利益、営業利

益及び経常利益が13百万円それぞれ増加し、税金

等調整前四半期純利益が490百万円減少しており

ます。

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に

記載しております。
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当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　

平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を適用

し、連結決算上必要な修正を行っております。

この変更による当第２四半期連結累計期間の損益

及びセグメント情報に与える影響は軽微でありま

す。

 

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと

認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等

を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

 

３　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

一部の連結子会社は、繰延税金資産の回収性の判断

に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認

められるので、前連結会計年度末において使用した

将来の業績予測やタックス・プランニングを利用す

る方法によっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

　　税金費用の計算

一部の連結子会社は、当連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算する方法によっております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示して

おります。
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【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

(有形固定資産の耐用年数の変更)

法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律

　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、法定耐用

年数及び資産区分が見直されたため、当社及び一部

の国内連結子会社は、当連結会計年度の第１四半期

連結会計期間より、主に機械装置の耐用年数につい

て改正後の法定耐用年数に変更しております。

これにより、従来に比べて、当第２四半期連結累計期

間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益が141百万円それぞれ減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記

載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 152,425百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額 145,310百万円

　２　偶発債務

連結会社以外の取引先の金融機関等からの借入に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

　関係会社18件 1,801百万円

　その他会社等12件 114　〃

　ローン関係 43　〃

　合計 1,958百万円

 

　２　偶発債務

連結会社以外の取引先の金融機関等からの借入に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

　関係会社15件 1,894百万円

　その他会社等13件 136　〃

　ローン関係 49　〃

　合計 2,080百万円

 

　３　受取手形割引高 82百万円

　　　受取手形裏書譲渡高 75　〃

　３　受取手形割引高 130百万円

　　　受取手形裏書譲渡高 115　〃

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

※１　当社グループの事業構造はエネルギー関連商品を

主力としており、季節変動による影響を大きく受

ける傾向にあります。ＬＰガスの消費量は、気温や

水温の影響を受けるため、販売量は夏季に減少し、

冬季に増加します。このため、売上高は、季節的変

動により連結会計年度の上半期に比べ下半期が多

い傾向にあります。

 
　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

※１　当社グループの事業構造はエネルギー関連商品を

主力としており、季節変動による影響を大きく受

ける傾向にあります。ＬＰガスの消費量は、気温や

水温の影響を受けるため、販売量は夏季に減少し、

冬季に増加します。このため、売上高は、季節的変

動により連結会計年度の上半期に比べ下半期が多

い傾向にあります。

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 19,045百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 218　〃

現金及び現金同等物 18,827百万円
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(株主資本等関係)

　

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
　
１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 251,365,028

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 807,462

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)

提出会社
2011年12月２日満期円貨建
転換社債型新株予約権付社債
（平成18年12月４日発行）

普通株式 29,215,116

合計 29,215,116

(注)　目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,254 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの
　

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項
　

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

　

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当第２四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著

しい変動が認められないため、記載しておりません。
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(有価証券関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

その他有価証券で時価のあるもの
 

区分 取得原価

四半期
連結貸借
対照表
計上額

差額

(百万円) (百万円) (百万円)

　株式 14,67318,2563,583

　債券 9 9
△ 0　　　　　　

　　

合計 14,68318,2663,583

 

　

(デリバティブ取引関係)

　

デリバティブ取引については、当第２四半期連結累計期間において、ヘッジ会計を適用しているた

め、注記を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
エネルギー
等生活
関連事業

産業ガス
関連事業

マテリアル・

エレクトロニ

クス関連事業

その他の
事業

計
消去又は
全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する
　　 売上高

99,56738,46944,6113,411186,060 ― 186,060

 (2) セグメント間の内部
　　 売上高又は振替高

849 9 417 5,468 6,744(6,744) ―

計 100,41638,47845,0288,880192,805(6,744)186,060

 営業利益 2,680 2,564 1,615 257 7,117(1,861)5,255

(注) １　事業の区分の方法

事業の区分は、親会社の商品部門を基礎として、商品の種類及び販売経路の共通性により区分しております。

２　各事業の主要な商品

(1) エネルギー等生活関連事業……家庭用・業務用ＬＰガス、工業用ＬＰガス、ＬＰガス供給設備、ガス機

器、液化天然ガス、各種石油製品、住設機器、生活用品、食品　他

(2) 産業ガス関連事業………………セパレートガス、特殊ガス、ガス供給設備、溶接材料、溶接・切断機、産

業用機械・装置、レーザー加工機、ロボット及び周辺機器、プラント　他

(3) マテリアル・

　　エレクトロニクス関連事業…… 電子・情報機械、ＦＡシステム、化成品、鉱産物、鉄鋼、非鉄金属、ビル建

設工事請負、建設資材、管工機材　他

(4) その他の事業……………………金融、保険、運送、倉庫、保安、情報処理　他

３　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、従来「産業ガス関連事業」に区分しておりました当社の機械

設備部門、医薬・食品システム部門及び連結子会社１社について「マテリアル・エレクトロニクス関連事

業」に区分変更いたしました。この変更は、営業効率の向上や相乗効果を期待した当社の組織変更によるもの

であります。

これに伴い、上記各事業の主要な商品のうち「ＦＡシステム」が「産業ガス関連事業」より「マテリアル・

エレクトロニクス関連事業」に異動しております。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　３会計処理基準に関する事項の変更　(1)

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間か

ら、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を

適用し、評価基準について、主として先入先出法による原価法から、主として先入先出法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

５　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、法定耐用年数及び資産区分が見直されたため、当社及び一部

の国内連結子会社は、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、主に機械装置の耐用年数について改正

後の法定耐用年数に変更しております。
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当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
　

エネルギー
等生活
関連事業

産業ガス
関連事業

マテリアル・

エレクトロニ

クス関連事業

その他の
事業

計
消去又は
全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する
　　 売上高

202,73674,02876,7076,646360,119 ― 360,119

 (2) セグメント間の内部
　　 売上高又は振替高

1,513 83 1,02610,54713,171(13,171)―

計 204,25074,11177,73417,194373,290(13,171)360,119

 営業利益 4,071 4,406 2,345 383 11,206(3,328)7,878

(注) １　事業の区分の方法

事業の区分は、親会社の商品部門を基礎として、商品の種類及び販売経路の共通性により区分しております。

２　各事業の主要な商品

(1) エネルギー等生活関連事業……家庭用・業務用ＬＰガス、工業用ＬＰガス、ＬＰガス供給設備、ガス機

器、液化天然ガス、各種石油製品、住設機器、生活用品、食品　他

(2) 産業ガス関連事業………………セパレートガス、特殊ガス、ガス供給設備、溶接材料、溶接・切断機、産

業用機械・装置、レーザー加工機、ロボット及び周辺機器、プラント　他

(3) マテリアル・

　　エレクトロニクス関連事業…… 電子・情報機械、ＦＡシステム、化成品、鉱産物、鉄鋼、非鉄金属、ビル建

設工事請負、建設資材、管工機材　他

(4) その他の事業……………………金融、保険、運送、倉庫、保安、情報処理　他

３　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、従来「産業ガス関連事業」に区分しておりました当社の機械

設備部門、医薬・食品システム部門及び連結子会社１社について「マテリアル・エレクトロニクス関連事

業」に区分変更いたしました。この変更は、営業効率の向上や相乗効果を期待した当社の組織変更によるもの

であります。

これに伴い、上記各事業の主要な商品のうち「ＦＡシステム」が「産業ガス関連事業」より「マテリアル・

エレクトロニクス関連事業」に異動しております。

この変更により、従来の方法による場合と比べて、「産業ガス関連事業」の外部顧客に対する売上高が5,786

百万円、営業利益が242百万円それぞれ減少し、「マテリアル・エレクトロニクス関連事業」の外部顧客に対

する売上高が5,786百万円、営業利益が242百万円それぞれ増加しております。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　３会計処理基準に関する事項の変更　(1)

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間か

ら、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を

適用し、評価基準について、主として先入先出法による原価法から、主として先入先出法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

この変更により、従来の方法による場合と比べて、営業利益が13百万円増加しておりますが、各事業の種類別

セグメントに与える影響は軽微であります。

５　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、法定耐用年数及び資産区分が見直されたため、当社及び一部

の国内連結子会社は、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、主に機械装置の耐用年数について改正

後の法定耐用年数に変更しております。

これにより、従来に比べて、営業利益が141百万円減少しておりますが、主に「産業ガス関連事業」に与える影

響であり、他の各事業の種類別セグメントに与える影響は軽微であります。

　

EDINET提出書類

岩谷産業株式会社(E02567)

四半期報告書

32/39



【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本 東アジア 東南アジア
その他の
地域

計
消去又は
全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する
　　 売上高

155,6145,75822,5562,131186,060 ― 186,060

 (2) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

3,025 1,25721,245 537 26,065(26,065)―

計 158,6397,01543,8022,668212,126(26,065)186,060

 営業利益(又は営業損失) 7,015 121 96 △ 107 7,125(1,870)5,255

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　(1) 東アジア…………中国、台湾
　(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア
　(3) その他の地域……米国、オーストラリア、ドイツ

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　３会計処理基準に関する事項の変更　(1)

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間か

ら、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を

適用し、評価基準について、主として先入先出法による原価法から、主として先入先出法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

４　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、法定耐用年数及び資産区分が見直されたため、当社及び一部

の国内連結子会社は、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、主に機械装置の耐用年数について改正

後の法定耐用年数に変更しております。
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当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
　

日本 東アジア 東南アジア
その他の
地域

計
消去又は
全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に対する
　　 売上高

301,06411,38943,5964,069360,119 ― 360,119

 (2) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

5,781 2,52145,3241,41155,039(55,039)―

計 306,84613,91088,9215,481415,159(55,039)360,119

 営業利益(又は営業損失) 10,906 282 245 △ 171 11,262(3,384)7,878

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　(1) 東アジア…………中国、台湾
　(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア
　(3) その他の地域……米国、オーストラリア、ドイツ

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　３会計処理基準に関する事項の変更　(1)

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間か

ら、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を

適用し、評価基準について、主として先入先出法による原価法から、主として先入先出法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

この変更により、従来の方法による場合と比べて、「日本」の営業利益が13百万円増加しております。

４　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、法定耐用年数及び資産区分が見直されたため、当社及び一部

の国内連結子会社は、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、主に機械装置の耐用年数について改正

後の法定耐用年数に変更しております。

これにより、従来に比べて、「日本」の営業利益が141百万円減少しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

東アジア 東南アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 5,944 2,451 7,731 16,126

Ⅱ　連結売上高(百万円) 186,060

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.2 1.3 4.2 8.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 東アジア…………中国、台湾

　(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア

　(3) その他の地域……米国、オーストラリア、ドイツ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
　

東アジア 東南アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 17,088 5,041 13,205 35,335

Ⅱ　連結売上高(百万円) 360,119

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.7 1.4 3.7 9.8

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 東アジア…………中国、台湾

　(2) 東南アジア………シンガポール、タイ、マレーシア

　(3) その他の地域……米国、オーストラリア、ドイツ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

　
１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

239.52円 240.32円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

四半期連結貸借対照表上の
　　　　　純資産の部の合計額(百万円)

67,225 65,096

普通株式に係る純資産額(百万円) 60,014 60,222

差額の主な内訳(百万円)
 

　少数株主持分 7,211 4,873 

普通株式の発行済株式数(千株) 251,365 251,365

普通株式の自己株式数(千株) 807 774

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

250,557 250,590

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 10.63円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 9.51円

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の
　　　　　四半期純利益(百万円)

2,665

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,665

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 250,574

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な
内訳(百万円)

受取利息（税額相当額控除後） △ 2

四半期純利益調整額(百万円) △ 2

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算
定に用いられた普通株式増加数の主要な内訳
(千株)

新株予約権付社債 29,215

普通株式増加数（千株） 29,215

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式について前連結会計年度末か
ら重要な変動がある場合の概要

―
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第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 6.94円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 6.21円

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の
　　　　　四半期純利益(百万円)

1,740

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,740

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 250,563

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な
内訳(百万円)

受取利息（税額相当額控除後） △ 1

四半期純利益調整額(百万円) △ 1

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算
定に用いられた普通株式増加数の主要な内訳
(千株)

新株予約権付社債 29,215

普通株式増加数（千株） 29,215

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式について前連結会計年度末か
ら重要な変動がある場合の概要

―

　

(重要な後発事象)

　

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

岩谷産業株式会社

取締役会　御中

　

協立監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　南　　部　　敏　　幸　　印

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　朝　　田　　　　　潔　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている岩谷

産業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、岩谷産業株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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